
平成17年2月期 個別財務諸表の概要 平成 17 年 4 月 20 日

上場会社名 エスフーズ株式会社 上場取引所 東証一部、大証一部 

コード番号 2292 本社所在地都道府県 兵庫県 

(URL http://www.sfoods.co.jp）   

代   表   者 役職名 代表取締役社長 氏名  森島 征夫 

問合せ先責任者 役職名 専務取締役   

  経営管理本部長 氏名  富沢 進 TEL（0798）43-1065（代表） 
   
決算取締役会開催日 平成 17 年 4月 20 日 中間配当制度の有無 有 

定時株主総会開催日 平成 17 年 5月 24 日 単元株制度採用の有無 有（1 単元 500 株） 
 
1．17 年 2 月期の業績（平成 16 年 3 月 1日～平成 17 年 2月 28 日） 

（1）経営成績 （金額表示：百万円未満切捨）

 売上高 営業利益 経常利益 

17 年 2 月期 

百万円

36,111

％

△22.7

百万円

896

％

△65.5

百万円

1,083

％

△59.1

16 年 2 月期 46,691 21.2 2,600 80.0 2,650 84.4

 

 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益

潜在株式調整後

1株当たり 

当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17 年 2 月期 608 145.8 23 17 － － 2.8  4.0  3.0

16 年 2 月期 247 △65.9 11 78 － － 1.4  11.3  5.7

（注） ①期中平均株式数 17 年 2 月期 26,275,631 株 16 年 2 月期 21,026,102 株 

 ②会計処理の方法の変更 無 

 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。 

 

（2）配当状況    （金額表示：百万円未満切捨）

 1 株当たり配当金 

  中間 期末 

配当総額 

（年  間） 
配当性向 

株主資本 

配当率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円  ％ ％

17 年 2 月期 12 00 6 00 6 00 318 52.3  1.3

16 年 2 月期 22 00 11 00 11 00 462 186.8  2.6

 
 
（3）財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 1株当たり株主資本 

17 年 2 月期 

百万円 

31,485 

百万円

24,795 78.8

％ 

 

円 

774 

銭 

59 

16 年 2 月期 22,250 18,098 81.3  860 87 

（注） ①期末発行済株式数 17年2月期 32,010,827株 16年2月期 21,024,103株 

 ②期末自己株式数 17年2月期 31,394株 16年2月期 422,556株 

 

2．18 年 2 月期の業績予想（平成 17 年 3月 1 日～平成 18 年 2月 28 日） 

1 株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末 

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 37,000 1,050 550 8 00 － － － －

通   期 76,000 2,300 1,250 － － 8 00 16 00

（参考）1 株当たり予想当期純利益（通期）  39 円 05 銭 

 

業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものです。 

実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想とは異なる結果となる可能性があります。 

なお、上記業績予想に関する事項につきましては、添付資料 5～6 ページをご参照ください。 
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財務諸表等 

 貸借対照表 

 

前事業年度 当事業年度  

平成 16 年 2 月 29 日現在 平成 17 年 2 月 28 日現在 
比較増減 

区分 金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比 金額（千円） 

（資産の部）   ％ ％  

Ⅰ流動資産         

1 現金及び預金  1,514,183 3,877,165  2,362,981

2 受取手形  85,847 66,401  △19,446

3 売掛金  3,565,991 3,344,500  △221,490

4 有価証券  123,270 516,232  392,961

5 商品  2,859,659 1,540,742  △1,318,917

6 製品  1,284,490 697,240  △587,249

7 原材料  75,655 53,737  △21,917

8 仕掛品  19,322 21,857  2,535

9 為替予約評価差額  75,232 －  △75,232

10 子会社短期貸付金  95,000 841,000  746,000

11 繰延税金資産  67,884 79,589  11,704

12 未収入金  180,986 236,761  55,774

13 その他  68,205 133,777  65,571

14 貸倒引当金  △47,348 △21,276  26,071

 流動資産合計  9,968,380 44.8 11,387,728 36.2 1,419,347

Ⅱ固定資産   

1 有形固定資産   

（1） 建物 4,371,034 4,421,921  50,886

 減価償却累計額 △2,753,966 1,617,068 △2,888,129 1,533,792  △134,162 △83,275

（2） 構築物 315,372 317,828  2,456

 減価償却累計額 △255,822 59,549 △263,961 53,866  △8,139 △5,683

（3） 機械及び装置 4,925,280 4,856,149  △69,130

 減価償却累計額 △4,345,579 579,701 △4,330,010 526,139  15,568 △53,561

（4） 車輌運搬具 546,518 509,578  △36,939

 減価償却累計額 △407,105 139,412 △414,157 95,421  △7,051 △43,991

（5） 工具器具及び備品 765,129 757,191  △7,937

 減価償却累計額 △474,485 290,644 △455,957 301,234  18,527 10,590

（6） 建設仮勘定 － － 599 599  599 599

（7） 土地  2,183,378 2,183,378  －

 有形固定資産合計  4,869,755 21.9 4,694,433 14.9 △175,322

2 無形固定資産   

（1） 施設利用権  4,799 3,987  △811

（2） ソフトウェア  143,797 143,021  △776

（3） 営業権  － 2,360,000  2,360,000

（4） その他  24,486 27,806  3,320

 無形固定資産合計  173,083 0.8 2,534,815 8.0 2,361,732

3 投資その他の資産   

（1） 投資有価証券  2,260,513 2,477,535  217,021

（2） 子会社株式  984,328 7,096,876  6,112,548

（3） 子会社長期貸付金  2,720,000 2,598,875  △121,125

（4） 長期貸付金  45,622 41,206  △4,416

（5） 更生等債権  18,630 34,996  16,366

（6） 長期前払費用  57,517 52,493  △5,023

（7） 諸入会金  217,249 217,249  －

（8） 繰延税金資産  758,684 236,744  △521,940

（9） その他  263,144 224,992  △38,151

（10） 貸倒引当金  △86,230 △112,096  △25,866

投資その他の資産合計  7,239,460 32.5 12,868,874 40.9 5,629,414

固定資産合計  12,282,299 55.2 20,098,123 63.8 7,815,824

資産合計  22,250,679 100.0 31,485,851 100.0 9,235,171
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前事業年度 当事業年度 
 

平成 16 年 2 月 29 日現在 平成 17 年 2 月 28 日現在 
比較増減 

区分 金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比 金額（千円） 

（負債の部）   ％   ％   

Ⅰ流動負債         

1 買掛金  2,945,026 3,122,454  177,427

2 未払金  367,362 974,773  607,410

3 未払法人税等  31,500 31,741  241

4 未払消費税等  26,570 －  △26,570

5 未払費用  81,477 81,586  108

6 預り金  9,958 17,370  7,412

7 賞与引当金  145,651 179,446  33,794

8 繰延ヘッジ利益  55,277 －  △55,277

9 その他  62,406 8,407  △53,998

 流動負債合計  3,725,229 16.8 4,415,779 14.0 690,549

Ⅱ固定負債   

1 長期未払金  － 1,858,500  1,858,500

2 退職給付引当金  219,365 218,457  △908

3 役員退職慰労引当金  207,087 197,788  △9,299

 固定負債合計  426,452 1.9 2,274,745 7.2 1,848,292

 負債合計  4,151,682 18.7 6,690,524 21.2 2,538,841

 （資本の部）   

Ⅰ資本金  4,226,645 19.0 4,226,645 13.4 －

Ⅱ資本剰余金  4,171,921 18.7 10,317,359 32.8 6,145,437

Ⅲ利益剰余金   

1 利益準備金  590,000 590,000  －

2 任意積立金   

（1） 特別償却準備金 10,480 27,641  17,160

（2） 固定資産圧縮積立金 49,224 －  △49,224

（3） 別途積立金 8,000,000 8,059,705 8,000,000 8,027,641  － △32,063

2 当期未処分利益  1,156,243 1,439,724  283,481

 利益剰余金合計  9,805,948 44.0 10,057,366 32.0 251,417

Ⅴその他有価証券評価差額金  151,965 0.7 213,210 0.7 61,244

Ⅵ自己株式  △257,484 △1.1 △19,254 △0.1 238,230

 資本合計  18,098,996 81.3 24,795,327 78.8 6,696,330

 負債・資本合計  22,250,679 100.0 31,485,851 100.0 9,235,171
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損益計算書 

 
前事業年度 当事業年度 

 
 
自 平成 15 年 3 月 1 日

至 平成16 年2 月29 日
  

自 平成16 年3 月1 日

至 平成17 年2月28日
 

比較増減 

区分 金額（千円） 百分比 金額（千円） 百分比 金額（千円） 

         

Ⅰ 売上高    

1 製品売上高 15,997,994 13,399,921   △2,598,072

2 商品売上高 30,693,793 46,691,787 100.0 22,711,294 36,111,216 100.0 △7,982,498 △10,580,571

Ⅱ 売上原価    

1 製品売上原価 10,945,432 10,208,286   △737,145

2 商品売上原価 28,451,803 39,397,235 84.4 20,554,056 30,762,342 85.2 △7,897,747 △8,634,893

 売上総利益  7,294,551 15.6 5,348,873 14.8 △1,945,678

Ⅲ 販売費及び一般管理費  4,693,961 10.0 4,452,179 12.3 △241,782

 営業利益  2,600,590 5.6 896,694 2.5 △1,703,895

Ⅳ 営業外収益    

1 受取利息 25,840 33,439   7,599

2 有価証券利息 53,468 69,290   15,822

3 受取配当金 38,067 27,102   △10,965

4 投資有価証券売却益 74,944 92,068   17,123

5 為替差益 － 42,071   42,071

6 その他 51,702 244,023 0.5 66,812 330,785 0.9 15,110 86,762

Ⅴ 営業外費用    

1 支払利息 6,178 1,307   △4,871

2 投資有価証券売却損 751 670   △81

3 為替差損 150,943 －   △150,943

4 工場休止費用 15,708 115,541   99,832

5 その他 20,202 193,784 0.4 26,776 144,295 0.4 6,573 △49,489

 経常利益  2,650,828 5.7 1,083,184 3.0 △1,567,644

Ⅵ 特別利益    

1 固定資産売却益 15,950 103   △15,846

2 貸倒引当金戻入額 4,802 15,270   10,467

3 移転補償益 － 20,753 0.0 62,291 77,665 0.2 62,291 56,912

Ⅶ 特別損失    

1 固定資産処分損 2,099,892 30,031   △2,069,861

2 投資有価証券評価損 13 －   △13

3 貸倒引当金繰入額 － 9,500   9,500

4 その他 49,077 2,148,983 4.6 12,956 52,487 0.1 △36,121 △2,096,495

 税引前当期純利益  522,598 1.1 1,108,362 3.1 585,763

 法人税、住民税及び事業税 21,740 30,443   8,703

 法人税等調整額 253,204 274,945 0.6 469,111 499,555 1.4 215,906 224,609

 当期純利益  247,653 0.5 608,807 1.7 361,154

 前期繰越利益  1,139,872 957,041  △182,830

 中間配当額  231,282 126,124  △105,158

 当期未処分利益  1,156,243 1,439,724  283,481
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利益処分案 

 

前事業年度 当事業年度 

 
 
自 平成 15 年 3 月 1 日

至 平成16年2月29日

自 平成 16 年 3 月 1 日

至 平成17年2月28日
 

比較増減 

区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  1,156,243 1,439,724 283,481

Ⅱ 任意積立金取崩額   

1 特別償却準備金取崩額 3,784 4,393  609

2 固定資産圧縮積立金取崩額 49,224 53,008 ― 4,393 △49,224 △48,614

 合計  1,209,252 1,444,118 234,866

 
これを以下のとおり 

処分いたします。 
  

Ⅲ 利益処分額   

1 配当金 231,265 192,064  △39,200

2 役員賞与金 ― ―  ―

 
（うち監査役員賞与金） ― ―

 ―

3 任意積立金   

4 特別償却準備金 20,944 252,210 26,908 218,973 5,963 △33,236

Ⅳ 次期繰越利益  957,041 1,225,145 268,103

（注）平成 16 年 8 月 31 日の株主に対し、126,124 千円（1 株につき 6 円 00 銭）の中間配当を実施いたしました。 
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重要な会計方針 

 

項目 

前事業年度 
自 平成 15 年 3月 1 日 
至 平成 16 年 2月 29 日 

当事業年度 
自 平成 16 年 3月 1 日 
至 平成 17 年 2月 28 日 

1 有価証券の評価基準及び

評価方法 

 有価証券 

（1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

（2）その他有価証券 

   時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、 全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

   時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 有価証券 

（1）子会社株式 

同左 

（2）その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

 

 

 

   時価のないもの 

同左 

2 デリバティブの評価基準及

び評価方法 

 デリバティブ 

  時価法 

 デリバティブ 

同左 

3 たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

（1）製品・仕掛品 

移動平均法による低価法 

（2）商品・原材料(肉） 

個別法による低価法 

（3）原材料(その他） 

移動平均法による低価法 

（1）製品・仕掛品 

同左 

（2）商品・原材料（肉） 

同左 

（3）原材料（その他） 

同左 

4 固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産   定率法 

ただし、平成 10 年４月１日以降取得

の建物(建物附属設備を除く)は定

額法。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物･････････7 年～31 年 

機械装置･････4 年～12 年 

（2）無形固定資産   定額法 

なお､自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間

（5 年）に基づく定額法。 

（3）長期前払費用     定額法 

（1）有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

（2）無形固定資産 

同左 

 

 

（3）長期前払費用     同左 

5 引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権及び

破産更生債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額基準に基づき計上

しております。 

（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

（1）貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

（2）賞与引当金 

同左 

 

 

（3）退職給付引当金 

同左 
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項目 

前事業年度 
自 平成 15 年 3月 1 日 
至 平成 16 年 2月 29 日 

当事業年度 
自 平成 16 年 3月 1 日 
至 平成 17 年 2月 28 日 

数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（5年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとし

ております。 

（4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

 

 

 

 

 

 

（4）役員退職慰労引当金 

同左 

6 リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

7 ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。また、為替変動リスクのヘッジ

について振当処理の要件を満たして

いる場合には振当処理を行っており

ます。 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

先物為替予約 

   ヘッジ対象 

外貨建商品仕入による外貨建債務

及び外貨建予定取引 

（3）ヘッジ方針 

先物為替予約は為替変動リスクを

ヘッジするため、外貨建商品仕入の

年間計画額を上限として、一定のヘ

ッジ比率以上の為替予約を実施す

ることとし、社内管理規程に基づ

き、食肉事業部を取引の執行部

署、経理部を管理の所管部署とす

るリスク管理体制をとっております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ会計の要件を満たすかどうか

を判定するため、先物為替予約額

がヘッジ対象取引額の範囲内であ

ることを毎月確認しております。 

 

（1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

 

 

 

（3）ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

8 その他財務諸表作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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追加情報 

 

前事業年度 当事業年度 

項目 自 平成 15 年 3月 1 日 

至 平成 16 年 2月 29 日 

自 平成 16 年 3月 1 日 

至 平成 17 年 2月 28 日 

1 貸借対照表 財務諸表規則の改正により当事業年度から

「資本準備金」は「資本剰余金」の内訳とし、

「利益準備金」「任意積立金」「当期未処分利

益」は「利益剰余金」の内訳として表示してお

ります。  

 

― 

2 1 株当たり当期純利益

に関する会計基準 

当期から「1 株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第 2 号）及び「1 株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用し

ております。なお、同会計基準及び適用指針

の適用に伴う影響はありません。 

― 
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リース取引 

 

前事業年度 当事業年度 

 自 平成 15 年 3 月 1 日 

至 平成 16年 2月 29 日 

  自 平成 16 年 3 月 1 日 

至 平成 17年 2月 28日 

 

1  リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

2  リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 

（1）  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

（1）  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

  機械及び装置   機械及び装置

 取得価額相当額  3,927 千円  取得価額相当額 3,927 千円

 減価償却累計額相当額 1,691 千円  減価償却累計額相当額 2,345 千円

 期末残高相当額 2,236 千円  期末残高相当額 1,581 千円

    

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

    

（2） 未経過リース料期末残高相当額 （2） 未経過リース料期末残高相当額 

 1 年以内 654 千円  1 年以内 654 千円

 1 年超超 1,581 千円  1 年超超 927 千円

 合計 2,236 千円  合計 1,581 千円

      

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

      

（3） 支払リース料及び減価償却費相当額 （3） 支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 654 千円  支払リース料 654 千円

 減価償却相当額 654 千円  減価償却相当額 654 千円

     

（4） 減価償却費相当額の算定方法 （4） 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 同左 
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税効果会計

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 1．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

（1）流動資産 （1）流動資産

繰延税金資産 繰延税金資産

貸倒引当金繰入限度超過額 千円 貸倒引当金繰入限度超過額 千円

賞与引当金繰入限度超過額 千円 賞与引当金繰入限度超過額 千円

その他 千円 その他 千円

繰延税金資産合計 千円 繰延税金資産合計 千円

繰延税金負債 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 その他有価証券評価差額金

繰延税金負債合計 繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額 千円 繰延税金資産の純額 千円

（2）固定資産 （2）固定資産

繰延税金資産 繰延税金資産

退職給付引当金損金算入限度 千円 退職給付引当金損金算入限度 千円

超過額 超過額

役員退職慰労引当金繰入限度 千円 役員退職慰労引当金繰入限度 千円

超過額 超過額

会員権評価損等 千円 会員権評価損等 千円

繰越欠損金 千円 繰越欠損金 千円

その他 千円 その他 千円

繰延税金資産小計 千円 繰延税金資産小計 千円

評価性引当額 千円 評価性引当額 千円

繰延税金資産合計 千円 繰延税金資産合計 千円

繰延税金負債 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 その他有価証券評価差額金

固定資産圧縮積立金 固定資産圧縮積立金

特別償却準備金 千円 特別償却準備金 千円

繰延税金負債合計 千円 繰延税金負債合計 千円

繰延税金資産の純額 千円 繰延税金資産の純額 千円

法定実効税率 ％ 法定実効税率 ％

（調整） （調整）

％ ％

％ ％

住民税均等割 ％ 住民税均等割 ％

評価性引当金 ％ 収用等の特別控除 ％

その他 ％ 評価性引当金 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％ その他 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％

3.事業税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正 3.事業税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正

69,009

111,081

426,776

402,844

14,739

77,607

81,093

142,255

67,884

16,917

千円

79,589

前事業年度（平成16年2月29日） 当事業年度（平成17年2月28日）

96,50773,856

22,93412,667

―

73,572

16,451

44,737

千円

16,917 千円

5,971 千円

5,971

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 0.7

23,932

42.0

236,744

34,853

166,098

―

千円131,245

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異

の原因となった主な項目別の内訳

1.4交際費等永久に損金に算入されない項目

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律九号）が平成15

年3月31日に公布されたことに伴い、当期の繰延税金資産及び繰延

税金負債の計算（ただし、平成17年3月1日以降解消が見込まれるも

のに限る）に使用した法定実効税率は42％から41％に変更しておりま

す。なお、これによる影響は軽微であります。

△ 1.9

2.7

0.5

45.1

1.1

―

84,905

892,054

11,890

101,067

880,164

14,739

611,209

112,190

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 

交際費等永久に損金に算入されない項目

121,479

2.3

42.0

△ 1.0

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異

の原因となった主な項目別の内訳

3.2

5.7

千円

―

758,684

52.6

0.4

20,412
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役員の異動 

 

1．代表者の異動 

 

  該当事項はありません。 

 

 

2．その他役員の異動 

  （退任予定監査役） 

   常勤監査役      大 広 雄 二 郎 

   監  査  役      奥 村 賢 治 

   両氏は、｢株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律｣第 18 条第 1項に定める 

   社外監査役であります。 

 

 

                                                         以上 
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